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東 北 65 340
首都圏 13 123
北 陸 21 52
中 部 59 213
近 畿 28 155
中 国 73 425
四 国 90 404
九 州 53 319
沖 縄 0 2
Ｃ町総生産算出手順
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札幌学院商経論集 第24巻第１号（通巻111号)
能である。これに関して，筆者は，生活行動を「個体的事業者」に類推した議論をおこなった。下島英忠「コ
ミュニティ事業のマネジメント――分権経済システムの構築に向けて――」（『札幌学院商経論集』第20巻
第１号，2003年９月）を参照いただきたい。
７)すでに指摘したように，LRSにおいて地域内経済統計を算出している事例はほとんど存在ない。この現実
を改革するために，個別のLRSがそれぞれ自前の「統計部門」を保有して対応する「自前主義」の方式よ
りも，現実の「県レベル」の官庁統計部門をアウトソーシングして，「経済モデル作成専門機関」として独
立させ，それを広域的に配置するやり方が有効と思われる。
８)「LRS通貨」は，いわゆる「地域通貨」とは基本的に異なる。「地域通貨」は，LETSに代表されるように
「負の金利」を想定するのに対し，「LRS通貨」は，LRS政府の管理下で地域限定でもちいられることを除
けば，いわゆる国民通貨と同様な通貨機能を有するからである。
９)日本全国のバイオエタノール供給可能量およびＥ10のそれについては，環境省の再生可能燃料推進会議
「バイオエタノール混合ガソリン等の利用拡大について」平成16年３月，第８図および45ページを参照し
た。
10)北海道の別海町には，開発土木研究所の主導で，農家戸数10戸により，合計1000頭規模の乳牛を前提に
した「バイオガス発酵－発電事業」が展開されている。北海道開発土木研究所「積雪寒冷地における環境・
資源循環プロジェクト」（平成12～16年度），最終報告書，平成17年３月参照。
11)瀬棚町バイオマスタウン構想については，せたな町瀬棚地区のホームページを参照した。なお，当該のURL
は以下の通りである。
http://www.town.setana.lg.jp/archive/setana/baiomasu/baiomasu-top.htm
12)FSC認証制度については，FSC日本推進会議のホームページを参照した。当該のURLは以下の通りであ
る。
http://www.fsc-japan.org/main/main.htm
13)「集権型教育システム」および「分権型教育システム」の概念や特性については，下島英忠「大学経営の
マネジメント・モデル――現代日本の大学経営の再生へ向けたマネジメント論――」（『札幌学院商経論集』
第23巻第３・４合併号，2007年３月，61-96ページ）を参照いただきたい。
（しもじま ひでただ マネジメント論専攻)
（2007年６月５日受理)
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ローカルな地域社会のマネジメント・モデルを求めて（下島英忠)
